
令和6年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金対象事業　実施状況及び効果 （円）

No. 事業名 所管課 交付金関連事業費 交付金充当額 事業概要 実績・成果等 効果

1

物価高騰対応重点支援給付
金（物価高騰対応臨時事
業：非課税世帯）

臨時給付金課 493,124,750 456,881,000
物価高騰が続く中で低所得世帯への支援を行うため、令和5年度住民
税非課税世帯に給付金を支給する。

［成果］
物価高の影響が大きい住民税非課税世帯に対して給付金を支給した。
［実績］
住民税非課税世帯：6,302世帯
給付費：441,126,000円
事務費：  51,998,750円

物価高騰の影響が大きい住民税非課税世帯に対して迅速に給付金を
支給することで、区民の生活・暮らしを守り、福祉の増進に大きく貢献し
た。

2

物価高騰対応重点支援給付
金（物価高騰対応臨時事
業：住民税均等割のみ課税
世帯）

臨時給付金課 1,547,377,274 1,501,392,000

物価高騰が続く中で低所得世帯への支援を行うため、令和５年度均等
割のみ課税世帯、令和６年度新たに非課税世帯となった世帯（子ども
加算有）、令和６年度新たに均等割のみ課税世帯となった世帯（子ど
も加算有）、定額減税しきれないと見込まれる所得税・住民税の納税
義務者に対し、給付金を支給する。

［成果］
物価高の影響が大きい低所得世帯に対して給付金を支給した。
［実績］
住民税均等割世帯：4,822世帯
非課税世帯：4,577世帯
こども加算世帯：2,097世帯
調整給付：24,268世帯
給付費：1,414,720,000円
事務費：　 132,657,274円

物価高騰の影響が大きい低所得世帯に対して迅速に給付金を支給す
ることで、区民の生活・暮らしを守り、福祉の増進に大きく貢献した。

3
物価高騰対応重点支援給付
金（第2号） 臨時給付金課 1,028,296,980 995,500,000

物価高騰が続く中で低所得世帯への支援を行うため、令和6年度住民
税非課税世帯（子ども加算有）に給付金を支給する。

［成果］
物価高の影響が大きい住民税非課税世帯に対して給付金を支給した。
［実績］
住民税非課税世帯：25,336世帯
こども加算世帯：1,405世帯
給付費：918,000,000円
事務費：110,296,980円

物価高騰の影響が大きい住民税非課税世帯に対して迅速に給付金を
支給することで、区民の生活・暮らしを守り、福祉の増進に大きく貢献し
た。

4
プレミアム付デジタル商品券事
業 産業経済・消費生活課 372,610,000 140,000,000

物価高騰等の影響を受ける事業者・消費者への支援を行うため、また、
キャッシュレス決済のさらなる普及を後押しするため、プレミアム付デジタル
商品券事業「めぐろデジタル商品券」（プレミアム率 30％）を実施す
る。

［成果］
プレミアム率30％のデジタル商品券を発行し、物価高騰等の影響を受け
た事業者への支援及び区民生活を下支えをし、地域経済の活性化を
図った。
［実績］
販売セット数：148,491セット
プレミアム分：221,241,293円
事務費：151,282,006円

商店街及び消費者のデジタル化を促進するとともに、商店街事業者の売
上増や区民の利用店舗の拡大など、地域経済の活性化に大きく貢献し
た。

5

区立小・中学校給食保護者
負担ゼロ及び給食食材購入費
の補填

学校運営課 817,189,642 115,921,000

物価高騰の影響を受ける児童生徒の保護者の経済的負担を軽減する
ため、給食費の保護者負担をゼロにすること並びに給食食材費の追加支
援を行う。

［成果］
令和6年4月から令和7年3月までの学校給食の運営に要する経費のう
ち保護者が負担すべき経費を一部公費により負担したことで、物価高騰
で苦しむ保護者の負担を軽減することができた。
［実績］
給食費保護者補助：　　　　 776,628,803円
食材費の物価上昇分の補填：40,560,839円

物価高騰の影響により高騰している給食食材費を補填することにより、
献立の多様性や質、栄養価を維持することが出来た。

6

物価高騰対応重点支援給付
金（第2号）（推奨事業メ
ニュ―分）

臨時給付金課 118,290,854 29,826,000
物価高騰が続く中で低所得世帯への支援を行うため、令和６年度住民
税均等割のみ課税世帯（子ども加算有）に給付金を支給する。

［成果］
物価高の影響が大きい住民税均等割世帯に対して給付金を支給した。
［実績］
住民税均等割世帯：3,425世帯
こども加算世帯：273世帯
給付費：108,210,000円
事務費：  10,080,854円

物価高騰の影響が大きい住民税均等割のみ課税世帯に対して迅速に
給付金を支給することで、区民の生活・暮らしを守り、福祉の増進に大き
く貢献した。

4,376,889,500 3,239,520,000合計
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